平成29年度第１回働き方・地域活性化検討会議　【議事要旨】
■日時：平成30年３月16日（金）　10時から11時30分
■会場：303会議室

１　人材不足、ワーク・ライフ・バランスについて

○アンケート報告書では、ワーク・ライフ・バランスで売上や利益が減少するおそれがあるとの回答が出ており、この認識を改めていく必要があるのではないか。企業の生産性向上とのセットで考えていくべき課題である。
○「ママインターン」制度は、当事者にとっては、就労体験を通じて、子育てをしながら働くことの自信につながる場であるし、企業にとっては、働いてもらいたい時間と現実との調整や、良い人材を確保するためのマッチングの場となっている。既にママインターンから正社員として働いている人が出てきており、良い制度である。
○大学では、報酬が伴うインターンとして研究支援員という制度がある。大学院を出ても希望する職に就けないケースが多い中で、自分の力を確認し自信を持って活躍される場となっている。
○大手企業であっても、子育て中の女性の残業に関する調整が難しかったり、パソコンを使い慣れていなかったりするために辞めざるを得ないケースが出ている。女性が働き続けるための助走期間として、訓練の場が必要ではないか。

○女性が活躍できる第１歩をより早く踏み出せる支援が必要である。
○アンケート報告書の22ページ、多様な人材の登用・活用について、外国人のことがふれられていない。春日井市の現状では、外国人労働者は少ないとは思うが、数年後を見据えて対応を考えていくべきではないか。
２　商業振興、地域活性化について

○インターネットで検索されやすいよう、現在、グーグルマップで市内15商店街が表示されるようになっている。全ての商店街が表示されるのは全国でも春日井市のみである。ここから個店にもつなげて顧客からのアクセスを容易にしていきたい。またこのための補助があると良い。
○春日井市でお金を落としてもらうために、地域通貨であるアトム通貨を導入している。しかし、利用できる店舗が少なく流通が滞りがちであり、利用が活発化する手立てを講じていきたい。

○アトム通貨を知っている人が少ない。新たな手段を検討していくことも必要である。例えばプレミアム商品券をカードにして、チャージしながら使えるようにするなど、ＩＣＴも活用しながら利便性を高めていく必要がある。あわせて魅力ある店舗づくりも重要である。
○空き店舗対策では、補助金が終了した後店をたたむケースがある。補助金のみでは消耗戦になることが考えられるため、仕組みとして春日井市オリジナルの振興策が求められる。
○観光は他力本願になるのではなく、春日井市としての観光振興のあり方を検討し、取り組むべきである。
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